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和 97 回 信託 大 会 に お ける 鈴木 大 臣 か ら の 拉 拶 


本 年 4 月 13 日 、 一 般 社団 法人 信託 協会 ま 1 
(以下 、「 信 託 協会 ] ) ) に よる 「 第 97 回 
信託 大 会 」 が オン ライ ン 配 信 を 併用 し て 開 
催さ れ 、 鈴 木 大 臣 が 、 以 下 の と お り 挨 拶 を 
得 い 評 し 誠 。 

な お 、 信 託 大 会 の 模様 は 、 信 託 協会 ウェ 
妥 人 NRS LU 7575 





| 写真 : 信託 大 会 で 挨拶 する 鈴木 大 臣 | 





〇 は じ め に 


1 


金融 担当 大 臣 の 鈴木 俊一 で ご ざい ます 。 
本 日 は 、 第 97 回 信託 大 会 に お 招き いた だ き 、 
設 四 あり が と うごき さい ます 』 

今年 は 、 大 正 11 年 (1922 年 ) に 信託 法 及 
び 信 託 業法 が 制定 され て か らち ょ うど 100 年 
の 節目 の 年 に あたり ます 。 翌年 の 大 正 12 年 
に 始ま る 伝統 ある 本 大 会 の ご 盛会 を 心 よ り 
お 慶び を 申し 上 げ ま す と と も に 、 開 催 に あ 
た り 、 信 託 業務 を 担う 皆様 へ の 私 の 期待 を 
SE 間隔 還 9 ESIE 腺 








〇 サス テ ナ ブ ルフ ァ イ ナ ンス 推進 に つい て 


気候 変動 や 経済 格差 等 へ の 対応 が 急務 と 
な る 中 で 、 和 社会 的 課題 の 解決 に 資す る 金融 、 
サス テ ナ デ ブル ファイ ナン ス の 重要 性 が 高 
まう GU まお 

脱 炭 素 社会 の 実現 な ど 、 設 備 投資 や 技術 
開発 に 巨額 の 資金 が 必要 と され る 中 で 、 持 
続 可 能 な 社会 の 実現 に 向け た 本 邦 企業 の 取 
組み や 技術 が 適切 に 評価 され 、 国 内 外 の 投 
資 資 金 が 活用 され る よう な 環境 整備 が 重要 
Cr 



































金融 庁 と し て は 、① 企 業 開示 の 充実 、② 
市 場 機能 の 発揮 、③ 人 金融 機関 の 機能 発揮 の 
3 つ を 柱 と し た 様々 な 取組 み を 進め る こと 
で 、 企 業 の ESG に 関す る 取組 み を 後押し し 、 
同時 に 、 国 内 外 の 資金 を 成長 分 野 へ と つ な 
ぐ 、 国 際 人 金融 セ ンタ ー と し て の 魅力 ある 市 
場 の 構築 を 目指 し て いき ます 。 

脱 炭 素 な ど 、 持 続 可能 性 に 関わ る 課題 は 、 
新た な 産業 ・ 社 会 構造 へ の 転換 を 通じ て 、 
各 企 業 の 持続 的 成長 に 結び つく も の で す 。 














年 金 基金 な どの 機関 投資 家 の 運 用 を 預 か 
る 信託 銀行 に お か れ て は 、 投 資 先 企業 と の 
間 で 、 腕 誠 素 を 含む 経営 戦略 に つい て の 対 
話 を 深め 、 中 長期 的 な 企業 価値 の 向上 を 促 
陸 (0 WO 二 信 くに と の か 車 叶 る 考え で いま 9 


〇 デジ タル 化 へ の 対応 


次 に 、 デ ジタル 化 へ の 対応 に つい て 申し 
選 0 E89 。 

金融 の デジ タル 化 の 進展 や マネ ロン 対策 
寺 に 関す る 国際 的 な 要請 の 高まり に 伴い 、 








※1 信託 協会 は 、 信 託 業務 を 営む 金融 機関 (信託 銀行 、 都 市 銀行 、 地 方 銀行 な ど ) や 信託 会 社 が 加盟 する 金 計 








団体 で 、 令 和 4 年 3 月 現在 、 
を 目的 と し て 、 信 託 の 社会 機能 等 に 関す る 広報 活 
に 対す る 提言 な ど 、 様 々 な 活動 を 行っ て いま す 。 












































※2 信託 大 会 の 模様 に つい て は 、 信 託 大 会 ウェ ブサ イト の 


82 社 が 加盟 し て いま す 。 信 託 制度 の 発達 を 図り 、 公 3 




















も の 利益 を 増進 する こと 


























動 や 信託 に 関す る 調査 研究 お よび 資料 収集 、 関 係官 庁 等 





https://www.shintaku-kyokai.or.jp/news/presidential conference/convention/entry-192433.html 





を ご 参照 くだ さい 。 


資金 決済 を 巡る 環境 に も 大 き な 変化 が 生じ て 
Na 

こう し た 現下 の 状況 を 踏ま え 、 去 る 3 月 4 
日 、「 資 金 決済 法 等 の 一 部 改正 法案 ] を 、 国 
IEIEHUASll ウ KS の 

本 法案 で は 、 い わ ゆ る ステ テーブ プル コイ ン へ 
の 対応 と し て 、 その 取引 に 関す る 業 規制 を 創 
設 す る と と も に 、 信 託 銀 行 や 信託 会 社 の 皆様 
を 念頭 に 、 信 託 受 益 権 の 仕組 み を 活用 し た ス 
デ デ プル コイ ン の 発行 に つい て も 、 所 要 の 指 
置 を 講ず る こと と し て お り ま す 。 

今後 、 国 会 で ご 審議 を 頂き ます が 、 皆 様 に 
お か れ ま し て は 、 こ うし た 制度 的 対応 の 動き 
に も ご 留意 いた だ き 、 金 融 イ ノ ベ ー シ ョ ン と 
利用 者 保護 の バラ ンス に 配慮 し た 取組 み を 進 
0 ISISNS を NIIG 3 







































































〇 超 高 齢 化 社会 に お ける 信託 業界 へ の 期待 
次 に 、 超 高齢 化 社 会 に お ける 信託 業界 へ 
UR MN 

本 日 本 の 少子 高齢 化 は 急速 に 進展 し て 

、 令 和 2 年 10 月 に は 、 0 

ON 
齢 化 率 と し て は 28.8% で 、 す で に 日 本 は 超 高 
齢 化 社会 を 迎え て いる と ころ で す 。 

そう し た 中 、 家 計 の 金融 資産 は 、 昨 年 末 に 
2,000 兆 円 を 超え 、 そ の 約 3 分 の 2 は 、60 歳 








以上 の 世帯 が 保有 し て いる と 言わ れ て いま す 。 


そう する と 、60 歳 以上 の 世帯 が 約 1.300 兆 円 
も の 資産 を 保有 し て いる こと に な り ま す 。 





今後 も 高齢 化 率 の 上 昇 が 見 込ま れる 中 で 、 
高齢 者 が 抱え る 悩み 、 す な わ ち 、 
・ 築 き あ げ て きた 資産 を 次 の 世代 へ どの よ 
同局 | 計 洒 UDG く の 0 の か 、 NO 
・ 高 齢 化 に 伴っ て 身体 的 な 負担 が 増加 し た 
り 、 認 知能 力 が 低下 する と いっ た 不安 が 
ある 中 、 ど の よう に 資産 を 管理 し て いく 
の MM 
どい っ な た 課題 は より 多く の 国民 に と っ で 身 
近 な も の と な っ て いく ぐ と 考え られ ます 。 















































こう し た 超 高 齢 化 社 会 に お ける 課題 の 解決 
に は 、 資 産 承継 と 財産 管理 に 資す る 信託 機能 
の 発揮 が これ まで 以上 に 求め られ る と 思い ま 























皆様 に お か れ て は 、 こ れ ま で 、 
MN 
人 語る 全 詳 006 陣内 三唱 まん 
様々 な 信託 サー ビス を 提供 され て いま す 。 今 
後 と も 、 社 会 ・ 経 済 の 課題 に 対応 し た 、 よ り 
一 層 の 信託 商品 ・ サ ービス の 開発 と 普及 を 期 
待 し て いま す 。 



































〇 お わり に 
法 及び 信託 業法 の 制定 か ら 100 年 を 通 
て 、 信 託 業界 に お か れ て は 、 変 化す る 時 代 
RC 
済 の 様々 な 課題 の 解決 に 貢献 され て きた と こ 
の Cd 
近年 、 日 本 を 取り 巻く 経済 環境 や 社会 構造 
は 急速 に 変化 じ し て いま ず 。 そ うし た 旧 で 、 信 
3 に つい て も 変化 が 求め られ て 
いる の で は な いか と 思い ます 。 信託 業界 の 皆 
様 に お か れ て は 、 信 託 に 寄せ られ る 期待 に 応 
え 、 更 な る 成長 を 実現 され る こと を 期待 し て 
RIC 記 








最後 に な り ま し た が 、 信 託 業界 の 今後 の 更 
な る 発展 と 、 本 日 ご の た 2 健勝 を お 
Dal まま IIG の 快 じ こさ N BGA 
2 まま 


第 97 回 信託 大 会 
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政策 解説 コー ナー 























1. は じ め に 機関 に お ける 引当 方 法 の 開示 の 充実 も 重要 性 を 
金融 機関 は 、 貸 出 金 が 回 収 不能 に な る こと で 増し て いま す 。 自 NR こつ いで 、 開示 














将来 的 に 発生 する 損失 に 六 え る た め 、 貸 借 対照 2 有り UN 還 に 技 作 示 等 で 品 明 UN ) と 
表 で 貸 倒 引 当 金 を 計上 し 、 そ の 計上 方 法 を 決算 する 金融 機関 も 見 られ る 一 方 で 、 ど こま で 開示 
書 の 注記 事項 と し て 開示 し て いま す 。 こ れ ま で の 充実 を 図る べき か 、 情 報 開 示 の 望ま し い 水 準 

































































金融 機関 は 金融 検査 マニ ュ ア ル に 基づい た 画 一 に つい て の 議論 を 求め る 声 も 聞か れ て いま す 。 

的 な 方 法 で 引当 金 を 計上 し 、 そ の 開示 も 引当 方 こう し た 声 も 踏ま え 、 金 融 庁 で は 、 本 年 2 月 
法 に 合わ せ て 画 一 的 な も の と な る 傾向 が あり ま 21 日 に アナ リス ト 、 日 本 公認 会 計 士 協会 、 全 国 
層 寺 銀行 協会 を 招い た 「 銀 行 の 引当 開示 の 充実 に 向 


し か し 、 令 和 元 年 12 月 に 、 金 融 庁 が 金融 検査 けた 勉強 会 ] を 開催 し 、 銀 行 の 引当 開示 の あり 
マニ ュ ア ル を 廃止 し 、 同 時 に 「 検 査 マ ニュ アル UDG 語 語 に きま た の 強 会 で い 
廃止 後 の 融資 に 関す る 検査 ・ 監 督 の 考え 方 と 進 た だ いた ご 意見 や 実例 等 の 議論 の 成果 を 、「 銀 
め 方 」 (以下 、「 融 資 DP」 ) を 公表 し て 以降 、 (の ll 当 開 寺 696 財 還 向上 SU 0 こ 
金融 機関 に お いて は 、 様 々 な 情報 の 活用 を 検討 093 月 回 Ue 守 0 まだ 2 よ 情 で 
し な が ら ( 図 1) 、 そ れ ぞ れ の 経営 戦略 ・ 融 資 公表 資料 の 主 な 内 容 を ご 紹介 し ます 。 

方 針 等 と 整合 的 な 形 で 引当 方 法 を 見 直す 動き が 
進ん で いま す 。 さらに 、 今般 の 新型 コロ ロナ ウイ 
ルス 感染 症 の 影響 も 踏ま え 、 引 当方 法 は 多様 化 2. 銀行 の 引当 に つい て 投資 家 等 か ら 着 目 さ れ 






























































し で き で い 誠 ず すず 。 る ポイ ント 
また 引当 方 法 の 多様 化 に 伴い 、 投 資 家 等 の 財 25 表 笑 枚 で 7 ナリ KN INW い だ た だ いた 、 
務 諸表 利用 者 が 、 引 当方 法 の 背景 の 考え 方 な ど 銀行 の 引当 に 対し て 投資 家 等 が 着目 し て いる ポ 
を 理解 し 、 財 務 諸表 を 比較 で きる よう 、 各 人 金融 イン ト を ご 紹介 し て いま す 。 各行 の 引当 方 法 の 
( 図 1) 


「 検 査 マ ニュ アル 廃止 後 の 融資 に 関す る 検査 ・ 監 督 の 考え 方 と 進め 方 」 よ り 作成 
検査 ニュ ア ル 廃止 に より 、 足元 や 将来 の 情報 に 基づき より 的 確 な 引当 と 早期 の 支援 を 可能 に 。 


( 例 1 ) 自然 災害 ( 個 社 毎 の 損失 額 が 不明 な 段階 で も 、 類例 や 被災 状況 等 を 踏ま え 大 ま か に 推計 ・ 引 当 ) 
( 例 2) 技術 革新 (関連 会 社 の メー カー か ら の 受注 に 実際 に 影響 が 出る 前 で も 、 将来 の 受注 減少 が 見 込ま れれ ば 予め 引当 ) 
( 例 3) 特定 産業 の 好 ・ 不 調 (足元 好調 で も 、 特 来 の 不調 が 見 込ま れれ ば 引当 に 反映 ) 


〔 信 用 リス ク に 関す る 情報 の 例 ) 


















個 社 の 
定性 情報 





足元 の 情報 


ニー ニニ ーーー ニニ ニニ ニニ ニー= 二 モー ニー ニー ニー ニー ニー ニニ ニニ ニニ ニー ニョ 『 ニ ニニ ニニ デー ニー ニー デニ ニー ニー ピーーー ニ ニー ニー1 






ャ ーーーーー ーー ーー 例 : 事業 の 将来 性 、 し: 例 地域 経済 や 特定 産業 の 変化 ー 例 : 不動 産 ・ 原 油 価 ! 
! | ! 例 : 個 ! 代表 者 の 資質 ーー 融資 方 針 の 変化 格 の 将来 予測 


a Se RN i RE RE I RE RE i i i NR RE A A i te ei i 


ee 
これ まで の 実務 今後 引当 へ の 反映 が 可能 に 


ぐ 事 象 の 発生 か ら 5 引当 へ の 反映 まで の タイ ムラ グ > く 把 握 し た リス ク を 早め に 引当 に 反映 させ る こと が 可能 に > 








※ 令 和 4 年 3 月 1 日 公表 「『 銀 行 の 引当 開示 の 充実 に 向け て 』 の 公表 に つい て 」 は 
3 https://www.fsa.go.jp/news/r3/singi/20220301.html を ご 参照 くだ さい 。 





違い が 広がり を みせ る な か 、 銀 行 の 引当 に 関し 
て は 、 銀 行間 の 比較 分 析 や 銀行 ご と の 時 系 列 分 
析 な ど を 精 統 行う だめ た だ たとえ は 以下 の 事項 
が 開示 情報 か ら 読 み 取 れる こと が 期待 され て い 
99 

( 1 ) 各行 の 引当 に 対す る 考え 方 の 違い 

( 2 ) 引当 方 法 に 変更 が あれ ば その 変更 内 容 

(3 ) 今後 の 信用 リス ク に 対す る 見 通し 
勉強 会 で は 、 こ うし た 投資 家 等 が 期待 し て い 
る 開示 の ポイ ント を 踏ま え 、 現 状 の 開示 に お け 
る 特徴 的 な 事例 や 将来 予測 情報 を 活用 し た 引当 
























































(1 ) 貸 倒 引 当 金 の 計上 基準 
① 貸 倒 実績 率 又 は 倒産 確率 の 算出 に 
ルー ピン グ を 記載 し て いる 事例 























oi の 2 


















































② 破 綻 懸 念 先 債権 に お ける 、 必 要 と 認め る 額 の 
証 諾 訪 法 を 記載 し て いる 事例 





③ 今 後 の 予想 損失 額 を 見 込む 一 定期 間 (1 年 又 
は 3 年 以外 ) を 記載 し て いる 事例 

④ 必 要 な 修正 の 具体 的 な 方 法 等 を 記載 し て いる 

事例 




















(2 ) 重要 な 会 計上 の 見 積 り 


方 法 を 採用 し た 場合 に 


3. 現状 の 開示 に お ける 特徴 的 な 事例 


考え 得る 開示 要素 に つい 
< で こ 点 見 を いた だ きま し た ( 図 2) 























①6 

















き 倒 引 当 金 を 注記 対象 と し た 重要 性 の 判断 理 
由 を 記載 し て い 

② 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 に 
引当 金 の 追加 計上 を 行っ て いる 旨 と その 方 : 
や 追加 計上 金額 を 記載 し て いる 事例 





事例 




















より 貸 倒 


ーー 





中 











公表 資料 で は 、 有 {人 





証券 報告 






































品 ン J 





























する 注記 事項 で ある 
と | 重要 な 会 計上 の 見 積 り 」 に 




















で 挙げ られ た 以下 の よう な 特徴 的 な 実際 の 開示 
補欠 じ で いま す 。 





事例 や いた だ いた 声 を 























( 図 2) 











の 引当 に 関連 ③ 過 去 の 貸 倒 実績 率 等 を 使用 し て いる 場 
「 貸 倒 引当 金 の 計上 基準 」 その 理由 を 記載 し て い 時 
つい て 、 勉強 会 具体 的 に 記載 し て いる 事例 
これ ら の 特徴 的 な 事例 に 対し て は 、 「 グ ルー 
ピン グ 情 報 は 重要 で ある た め 、 グ ルー ピン グ ご 


「 銀行 の 引当 開示 の 充実 に 向け て 」 の 概要  ※ 以 下 、 点 線 囲 み は 勉強 会 で いた だ いた 主 な 声 


「 貸 倒 引当 金 の 計上 基準 」 
に お ける 特徴 的 な 事例 


⑦① 貸 倒 実 績 率 又 は 倒産 確率 の 算出 に お 
ける グル ー ピ ング 
債務 者 区 分 を 更に 細分 化し た 事例 
商品 別 又 は 貸出 エリ ア 別 に よる 事例 





「 酸 次 ボー ト に 応じ た グル ー ピ ング 毎 の 与 
| 信 残 高 ・ 損 失 見 込 期間 ・ 予 想 損失 率 


| や その 考え 方 等 が 開示 され る こと は 、 各 | 
| 行 の 引当 に 対す る 算定 根拠 を 理解 する | 


| 上 で 有用 か 


の 二 人 先 全 権 に お ける 必要 と 認め る 


額 の 計上 方 法 
キャ ッシュ ・ フ ロー 見 積 法 の 適用 事例 
キャ ッシュ ・ フ ロー 控除 法 の 適用 事例 
貸 倒 実 績 率 法 又は 倒産 確率 法 
③ 今 後 の 予想 損失 額 を 見 込む 一 定期 間 
平均 残存 期間 を 使用 し た 事例 
| 1 年 や 3 年 等 の 期間 を 使用 し た 場合 も 、 
| 比較 可能 性 等 の 観点 か ら 、 平均 残存 
| | 期間 が 明示 され る こと は 有用 か 


「 重 要 な 会 計上 の 見 積 り 」 に お ける 
特徴 的 な 事例 


① 席 倒 引 当 金 を 注記 対象 と し た 重要 性 
の 判断 理由 に つい て 
貸 倒 引当 金 を 注記 対象 と し た 重要 性 
の 判断 理由 を 記載 し て いる 事例 
② 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 が 引当 に 与 
sai 
ロナ 影響 に より 貸 倒 引 当 金 の 追加 計 


上 を 行 っ て いる 紀 と その 方法 や 更に 追 
加計 上 金額 を 記載 し て いる 事例 


③ 主 要 な 仮定 に つい て 
過去 の 貸 倒 実績 率 等 を 使用 し て いる 
場合 に 、 そ の 理由 を 記載 し て いる 事例 
(債務 者 区 分 の 判定 以外 に つい て 
も ) 主要 な 仮定 を 具体 的 に 記載 し て 
いる 事例 
各行 の コロ ナ 影響 に 対す る 将来 的 な リス | 
ク 認識 を 理解 する に は 、 融資 ポー ト に お | 
| いて 時 響 を 受け る 可能 性 の 高い 業種 や | 
| 金額 、 積 み 増し た 引当 金 の 金額 等 が 開 | 
| 示さ れる こと が 有用 か | 











将来 予測 情報 を 活用 し た 場合 に 
考え 得る 開示 要素 


① 特 来 予測 情報 を 活用 し た 引当 方 法 を 

採用 し た 背景 に つい て 
た と えば 、 景気 変動 に 備え た 引当 が 必 
要 と 経営 陣 が 認識 し て いる 点 

② モ デル 等 の 内 容 に つい て 

- 以 下 を 含む モデ ル の 概要 (考え 方 ) 
マク ロ 経 済 指 標 の 内 容 、 数値 及び 根 
拠 
シナ リオ を 用 いた 場合 は 、 そ の 内 容 
複数 シナ リオ の 用 いた 場合 は 、 各 シナ リ 
オ の ワウ エイ ト 付 け の 方 法 など 

ざき 最善 の 見 積 り の た め の 態勢 に つい て 


性 を 伴う と いう 課題 へ の 対応 
/( ツ ク テ ス ト 等 を 含む お モ デル の 検証 態勢 





まず は 、 採 用 背景 、 採 用 指標 、 モ デル の | 
考え 方 を 開示 し 、 モデ ル が 安定 化し た 後 、| 
| モデ テル の 内 容 (マク ロ 経 済 指標 の 予測 | 
| 値 等 ) に つい て も 開示 する と いっ た 、 段 

| 階 的 な 開示 拡充 も 考え られ る か 








と の 与信 残高 ・ 損 失 見 込 期間 ・ 予 想 損失 率 や そ 
の 考え 方 が 開示 され る こと が 有用 」 と いっ た 声 
や 、 | 新型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 に よる 
追加 引当 を 行っ て いる 場合 な ど 、 そ の な か で 置 
いて いる 主要 な 仮定 に つい て も 具体 的 に 記載 す 
る 6 の 有用 川 G い うた 声 人 る いた だ きま し た 



























































4. 将来 予測 情報 を 活用 し た 引当 方 法 を 採用 し 

た 場合 に 考え 得る 開示 要素 

公表 資料 で は 、 勉 強 会 で ご 議論 いた だ いた 、 
将来 予測 情報 を 活用 し て 信用 リス ク を 見 積 る 、 
いわ ゆる フォ ワー ドル ッ キ ング 引当 と 呼ば れる 
引当 方 法 を 採用 し た 場合 に 考え 得る 開示 要素 に 
00 GO 9 
勉強 会 で は 、① 将 来 予測 情報 を 活用 し た 引当 
方 法 を 採用 し た 背景 、② モ デル 等 の 内 容 、③ 最 
善 の 見 積 り を 行う た め の 熊 勢 、 の 3 点 に つい て 、 
ら 点 妃 を 0 だ きま だ 付 に 症 自 EAA 末 
後 、 こ の 新た な 引当 方 法 を 採用 する 銀行 が いく 
50NNNNGSIGOS mM ク 6G き 2 開 二 洗 
例 は 積み 上 が っ て いな いこ と も 踏ま える と 、 
「 ま ず は 将来 予測 情報 を 活用 し た 引当 方 法 を 採 
用 し た 背景 や 採用 指標 、 モ デル の 考え 方 等 を 開 
の 2 ルン CUE IONG SNS IS ニー PS 
クロ 経済 指標 の 予測 値 等 の モデ ル の 内 容 を 開示 
する と いっ た 、 段 階 的 な 開示 の 拡充 も 考え られ 
52870IdNESNUD の Ne7e 月 II のり まま に 






























































































































































5. 最後 に 

銀行 に お いて は 、 そ れ ぞ れ の 企業 の 経営 者 が 
描く 多様 な 成長 の あり 方 や ニー ズ に 、 金 融 機能 
の 発揮 を 通じ て 応え る べく 、 各 行 の 創意 工夫 を 
凝ら し た 多様 な 融資 や リス ク の あり 方 が 求め ら 
て い 藤 評 。 こ E う し 宏 呈 人 筑 回 和仁 必 稀 吾 る 史 当 
廊 法 や その 開示 の あり 訪 に つい て も 、 画 王 的 で 
あっ た 時 代 か ら 各行 の 個性 ・ 特 性 が 反映 され る 
多様 化 の 時 代 へ 、 着 実に シフ ト し つつ あり ます 。 

「 銀行 の 引当 開示 の 充実 に 向け て 」 は 、 今後 、 
銀行 が 、 投 資 家 等 に 対し て 自ら の 引当 方 法 を よ 
り 丁寧 に 説明 すべ く 、 開 示 の 充実 を 図 ろ うと す 
る 際 に 、 参 照 で する よう な 目線 と な る よう 公表 
し まし た 。 本 公表 資料 を 参考 に 、 銀 行 が 積極 的 
な 引当 の 開示 を 行い や すい 環境 へ の 第 一 歩 と な 
る と と 名 nm シク の に な 02 ショ リ シ 
2 ただ に も に 貞 い た だ く こ と で 稼 生 業界 に お い 
て 、 様 々 な ステ ー ク ホル ダー と の 議論 を 通じ て 、 
引当 開示 の 充実 に 向け た 機運 が 高まっ て いく こ 
と を 期待 し て いま す 。 

金融 庁 で は 、 引 き 続 き 、 引 当 開 示 の より 一 層 
の 充実 、 更 に は 、 融 資 DP に 基づく より 的 確 な 
信用 リス ク の 見 積 り を 行う 工夫 の 取組 み を 後 押 
し し で いく 0 の 2 il に 20 aa る の ks(eealem る 
取組 事例 の 把握 ・ 選 元 に 努め て まい り ま す 。 



































































































































































































































政策 解説 コー ナー 





金融 庁 で は 、 令 和 3 年 6 月 、「 火 災 保 険 水 災 
料率 に 関す る 有識者 懇談 会 (座長 : 洲崎 博史 京 
都 大 学 大 学院 法学 研究 科 教 授 ) 」 を 設置 し 、 水 
2 スク (| = 応じ た 火災 保険 水 災 料 率 の 細分 化 の 

あり 方 や 、 損 害 保 険 会 社 等 が 検討 を 進め る 上 で 
の 留意 点 に つい て 議論 を 行っ て きま し た 。 

本 年 3 月 、 有 識者 の 意見 を と り ま と め た 「 火 
災 保 険 水 災 料 率 に 関す る 有識者 懇談 会 報告 書 
SU ま US SIG (の 提 2 ポ リ ン トド 
を ご 紹介 し ます 。 
































1. 経緯 
火災 保険 の 水 災 リス ク に 対す る 補償 (以下 
「 水 災 補 償 」 と いう ) に 関す る 保険 料率 (以下 





( 図 1) 火災 保険 水 災 料 率 に 関す る 有識者 懇談 会 


損害 保険 商品 第 3 係員 樽井 純平 
阪 KR GO に うる いで は 会 国 革 第 と 
AS tt トバ リノ 95 
デー タ の 充実 を 踏ま え 、 損 害 保険 会 社 等 に お い 
て は 、 保 険 契 約 者 間 の 保険 料 負担 の 公平 性 の 向 
上 の 観点 か ら 、 水 災 リ スク に 応じ た 水 災 料 率 の 
細分 化 (以下 「 水 災 料 率 細分 化 !] という) の 検 
人 NO (427005000 ま 9 

損害 保険 会 社 等 が 水 災 料率 細分 化 を 実施 する 
に あたっ て は 、 水 災 補 償 の 普及 促進 の 観点 か ら 、 
適切 な 検討 を と が 重要 で ある と 考え られ 
時 9 

こう し た こと か ら 、 水 災 料 率 細分 化 の あり 方 
や 、 損 害 保 険 会 社 等 が 検討 を 進め る 上 で の 留意 
点 な ど を 整理 する た め に 本 懇談 会 を 設置 し まし 


[ 必 ges 
7 





有三 


和合 2 密 


書 


報告 書 概要 ① (現状 と 課題 ) 





IT. 懇談 会 の 目的 





呈 水 災 リ スク に 応じ た 火炎 保険 水 炎 料率 の 細分 化 に つい て 、 損 青 保険 会 社 等 に 対し より 適切 な 検討 を 促す た め 、 保 険 の 購入 可能 
性 と 保険 料 負 担 の 公平 性 の バラ ンス な ど 、 料 率 体系 の あり 方 や 留意 点 等 に つい て 有識者 の 意見 を 取り まとめ る も の 





TI. 火災 保険 の 現状 
昌 近年 、 自 然 災 圭 の 多発 激甚 化 等 に より 、 火 災 保 険 


料率 の 引上げ が 継続 
還 その 主 な 要因 の 一 つ は 台風 、 豪 雨 炎 吾 の 多発 ・ 激 最 
化 に よる 水 災 リス ク の 上 昇 


還 ご うし た 中 、 個 人 向け 火災 保険 の 水 炎 料 率 に は 、 保 
と の 水 炎 リ スク の 違い が 反映 され て いな 
い 


(参考 ) 火災 保険 の 保険 金 支 払い 状況 


12.507 


火災 保 験 の 自然 災害 に よる 支払 保険 金 


P30 em ] 
| 7 じ ! F 


台 澤 15 生生 
Ee CE 


や 訪 Z7 生 六車 北 


畔 性 24 年 7 月 包 玉 北部 LIU 
束 且 (先手 凡 ) 


王 呈 26 年 8 月 音素 
1 5 くり 1 


山肌 : 人 圭介 陵 科 直 山 欄 財 デー? を (日 UL ICO 


※ 。 令 和 4 年 3 月 31 日 公表 「『 火 災 保 険 水 災 料 率 に 








に 関す る 有識者 懇談 会 報告 書 』 報告 書 の 公表 に つい て 」 は 


下 . 水 災 料率 の 課題 と 保険 会 社 等 の 対応 


箇 現在 の 水 災 料率 体系 で は 、 水 災 リ スク が 比較 的 低い 地域 に 居住 
する 保険 契約 者 の 納得 感 が 得 ら れ に くい 状況 


洪水 ハザード マッ プ 上 の 浸水 深 が 浅い 地域 の 顧客 が 、 火 災 保 険 
か ら 水 災 補 償 を 外す 傾向 が 認め られ て お り 、 万 一 の 大 規模 水 災 の 
発生 時 に 予期 せ ぬ 補償 不足 も 懸 訪 され る 


間 ご の た め 、 損 吾 保険 会 社 等 に お いて は 、 保 険 料 負担 の 公平 性 の 
向上 の 観点 か ら 、 居 住地 域 ご と の リス ク を 反映 し た 水 炎 料 率 の 
細分 化 を 行う こと を 検討 
(参考 ) 火災 保険 の 水 災 補償 に 係る 浸水 深 区 分 別 の 付帯 率 (東京 都 の 例 ) 


と は 、 99 に よる あ 
放さ 


"a 
医 さ の Mx メー ジ は 以下 の と お り 。 


より X で 置 わ 7 


} 的 11% 半 a 


ーー2009 -m-2019 


浸水 。 温 
<0.5m 05m<1m 
(72%6) (4%) 


1~3m 
(14%) (9%) 


a Et RFE ER ES I に よー ド マ ッ ルト に っ 
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https://www.fsa.go.jp/news/r3/singi/20220331.html を ご 参照 くだ さい 。 











相談 全 の 検討 テー iC202 の 2520 
台風 ・ 大 雨 な ど に より 河川 の 水 が 堤 防 を 越え た 
り 、 堤 防 が 決壊 ( 破 堤 ) し た 場合 に 起き る 洪水 
2 の 引 ハ 0 還 (52 pe 
降っ た 雨 が 河川 に 排水 で きず に 水 が 溢 れる 「 内 
ME や 、「 土 砂 災 害 」、「 高 潮 ]」 な ど 多 岐 

過 本 OU の 49 まま 3 この 1 ) 
水 災 リス ク は 、 必 ず し も 河川 の 近傍 に 所 在 す る 
な どの 限ら れ た 建物 だ け に 存在 する も の で は あ 
りり 
損害 保険 会 社 で は 、 こ うし た 水 災 リス ク に 対 
する 備え と し て 、 火 災 、 風 炎 、 雪 災 等 に よる 建 
BN こ 対 する 補償 に 加え 、 水 災 

に よる 損害 に 対す る 補償 を 付帯 で きる 火災 保険 
商品 を 販売 し て いま す 。 

近年 の 自然 災害 の 増加 に より 、 火 災 保 険 の 保 
険 金 支 払い も 増加 傾向 に あり 、 こ うし た こと か 
ら 、 火災 保険 料 の 引上げ を 実施 せ ざ る を 得 な い 
状況 が 続い て いま す 。 

前 述 の と お り 、 個 人 向け 火災 保険 に お いて は 
水 災 料 率 に 保険 契約 者 ご と の 水 災 リ スク の 違い 
人 ら ず 全国 一 律 の 保険 料率 と な っ 
ME 
この た め 、 火 災 保 険 料 の 引上げ 時 に お いて 、 
水 災 料率 は 、 保 険 契 約 者 ご と の 水 災 リ スク の 実 
EFD 引き 上 げ ら れ て お り 、 上 

10 年 間 の 火災 保険 に お ける 水 災 補償 の 付帯 
NN 
な どの 低 リ スク 契約 者 が 、 火 災 保 険 の 新規 加入 
や 更新 の 手続 き の 際 に 水 災 補 償 を 付帯 し な い 傾 
1 らい リウ と 忍 め られ 、 
洪水 ハザード マッ プ で 示さ れ て いる 外 水 沙 等 
の 水 災 リス ク が 比較 的 低い 地域 に 居住 する 保険 
契約 者 に と っ て は 納得 感 が 得 ら れ に くい も の と 
考え られ ます 。 

Nn Nf と と る どく Bl 
この 災 発 生 時 に お ける 補償 の 不足 が 生じ 
る こと も 懸念 され る こと か ら 、 水 災 補 償 の 普及 
に よっ て 社会 全体 と し て 水 災 ( 5 の Pe 
備え を 高め て いく こと が 重要 で あり 、 こ の た め 
軸 還 人 料 氷 湖 信 人 の 1 の あ 6 きか 
I 








































































































































































































3. 水 災 料率 細分 化 の あり 方 

火災 保険 に お ける 水 災 料率 細分 化 の 導入 に は 
保険 料率 は リス ク 実 態 = 応 じ て 設定 され る べき 
と いう 料率 算出 の 大 前 提 に 合致 する こと に 加え 、 
① 保 険 料 の 多妻 に より 顧客 が リス ク の 大 小 を 認 
識 す る こと で 高 リ スク 契約 者 の リス ク 認 識 を 向 
上 させ る 効果 (以下 「 保 険 笠 の リス クア ナウ ン 
スメント 効果 ] と いう ) や 、② 保 険 料 負担 の 公 
平 性 の 向上 に より 低 リ スク 契約 者 の 水 災 補償 離 
れ を 抑制 する 効果 を 通じ て 、 社 会 全体 と し て 水 
災 に 対す る 経済 的 な 備え を 高め て いく こと が 期 
待 さ れる 、 な どの 意義 が 認め られ 、 水 災 料 率 章 
i 
い 方 向 性 で ある と 整理 し まし た 。 

NO i 
浸水 想定 区 域 図 | な どの 水 災 リス ク 情 報 に 

く リ スク 較差 を その まま 反映 させ る と 、 
率 の 極端 な 引上げ に より 、 高 リス ク 契 NM 
災 保 険 へ の 新規 加入 や 更新 の 手続 き の 際 に 水 災 
30020 NR 
( 借 久 の 在 居 り る と この 記さ れれ まお の この た の 
水 災 料率 細分 化 に あたっ て は 、 保 険 料 負担 の 公 
平 性 の 観点 の みな ら ず 、 高 リス ク 契 約 者 の 保険 
へ の 加入 の し や すさ に も 配慮 し た 料率 体系 と す 
る こと が 適当 で ある と 考え られ る な どの 整理 も 
行い まし た (詳細 は 、 図 2 意見 と り ま と め 結 果 
概要 を 参照 ) 。 




























































































































































































4. 実効 性 の 向上 に 向け て 

前 述 の と お り 、 水 災 料 率 細分 化 は 、 リ スク 実 
rE と に よる 保 
険 料 負担 の 公平 性 の 向上 の ほか 、 保 険 料 の リス 
クウ ン ペ メル メント 釣具 る 人 0 者 の 6 り 0 スク 
認識 の 向上 に 資す る も の で あり 、 こ れ を 通じ て 、 
社会 全体 と し て 水 災 に 対す る 経済 的 な 備え を 高 
め て いく こと が 期待 され ます 。 
従前 より 、 損 害 保 険 会 社 等 で は 、 顧 客 の 水 災 
リス ク 認 識 の 向上 の た め 、 各 社 が 独自 に 作成 し 
パード 2Z ツ クオ 人 人 表 の る な と の 取組 みる 
人 NeG き まだ 7 トク ント 導 作 人 の 作り ん 
クア ナウ ンス メン ト 効 果 を 補完 し 、 リ スク 認識 
の 向上 を 通じ た 水 災 補償 の 普及 促進 の 実効 性 を 
















































































































































































高め て いく 観点 か ら 、 顧 客 自身 を 取り 巻く 水 災 
リス ク を 適切 に 認識 いた だ く こ と が 重要 で ある 
と 考え ます 。 その た め 、 損 害 保 険 会 社 等 に お い 
ポッ 5 リク ラル 2RS 0 の 
リス ク の 正しい 理解 や 外 水 間 洪 以 外 の 水 炎 リス 
2 へ の 2U2emne この 0 さ ② つっ 2 こら si 6 
2 きり HO 介 2 に 語 層 の 中 過 る MI2IGI 
と が 求め られ ます 。 特 に 、 洪 水 ハ ザー ド マ ッ プ 


























5 が 浅い な ど リ スク 認識 を 持ち に くい 
顧客 や 、 契 約 見 直し の 機会 が 少な い 長 期 契 約 の 
顧客 に 対し て は 





( 図 2) 火災 保険 水 災 料 率 に 関す る 有識者 懇 
IV. 水 災 料率 細分 化 の 方 向 性 ・ 留 意 点 


談 会 報告 書 概要 (② (意見 


よる 積極 的 な 水 災 リス ク 情 報 
金融 庁 と し て も 損害 保険 
みる を 倫 NII まり いり 


損害 保険 会 社 側 に 
の 提供 が 重要 で あり 、 
会 社 等 の こう し た 取組 
Fe 

















5. 今後 の 対応 

金融 庁 は 、 関 係 省 店 等 と も 連携 し つつ 、 今 後 、 
損害 保険 会 社 等 の 検討 が 適切 に 行わ れる よう 、 
本 報告 書 の 内 容 を 踏ま えた 上 で 、 損 害 保険 会 社 
2 の 9 EICeSUNOMESE 








取り まとめ 結果 ) 


時 火災 保険 に お ける 水 災 料率 細分 化 の 導入 に は 、 次 の と お り 社 会 全体 と し て 水 災 に 対す る 経済 的 な 価 え を 高め て いく 効果 が 期待 


され る な どの 意義 が 認め られ 、 


会 に と っ て 望ま し い 方 両性 。 


・ 保険 料 の 多 契 に より 顧客 が リス ク の 大 小 を 認識 する こと で 高 リ スク 契約 者 の リス ク 認 識 を 向上 させ る 効果 (リス クア ナウ ンス 


メン ト 効 果 ) 


・ 保険 料 負担 の 公平 性 の 向上 に より 、 低 リス ク 契 約 者 の 水 災 補償 離れ を 抑制 する な どの 効果 


昌 細分 化 を 進め る に あたっ つて の 留意 点 は 下記 の と お り 。 


細分 化 に 用 いる 基礎 デー タ 


細分 化 を 行う 上 で の 基礎 デー タ と し て 、 例 えば 、 外 水池 沙 の 
評価 に 「 洪 水 浸 水 想定 区 域 図 (洪水 ハザード マッ プ ) 」 を 用 い 
る こと は 、 情 報 の 網羅 性 ・ 客 観 性 が あり 、 消 費 者 の 理解 も 得 ら 
れ や すい と 考え られ る 


箇 国土 交通 省 に お いて 、 浸 水 頻度 ご と の 浸水 男 囲 を 示す 水 吾 リ 
スク マッ プ (※) の 作成 を 進め る な ど 、 水 災 リ スク 情報 の 充実 
を 図っ て いる 。 今後 の 水 災 料率 の 見 直し の 際 に は 、 こ うし た リ 
スク 情報 の 変化 を 的 確 に 反映 する こと が 期待 され る 
※ 外 水池 沙 を 対象 と し た 水害 リス クマ ッ プ の ほか に 、 内 水池 溢 も 考慮 し た 
水 書 リス クマ ッ プ の 作成 進め て いる 

細分 化 に お ける 地域 区 分 


細分 化 に お ける 地域 区 分 に つい て は 、 な る べく 「 洪 水 浸 水 想 定 
区 域 図 (洪水 ハザード マッ プ ) 」 の リス ク 評 価 に 応じ た 区 分 と 
し た 方 が 、 消 費 者 の 納得 感 は 得 ら れ や すい と 考え られ る 

昌 他方 、 消 費 者 に 可能 な 限り 安く 保険 を 提供 すべ き と の 観点 か ら 


は 、 地 域 区 分 を 細か くし 過ぎ る と 、 シ ステ ムコ スト 等 の 上 昇 に 
より 保険 料 が 上 昇 する こと が 懸 訪 され る 


地域 区 分 の 設定 に あたっ て は 、 こ れ ら の 点 を 勘 奈 し て 、 消 費 者 
の 利益 に 資す る も の と な る よう 留意 する 必要 (※) 


細分 化 に お ける 料率 較差 


還 リス クア ナウ ンス メン ト 効 果 の 観点 か ら は 、 リ スク の 差 を 
RR RR RT 
え 方 も ある 


一 方 、 水 災 リ スク 情報 に お ける リス ク 戦 差 を その まま 反映 
させ る と 、 高 リス ク 地 域 に 居住 する 顧客 が 保険 に 加入 で き 
な く な り 、 水 災 へ の 備え が 不足 する こと が 懸 訪 され る 


高 リ スク 契約 者 の 保険 の 購入 可能 性 に も 配慮 し た 料率 体系 
と する こと が 適当 と 考え られ る 


保険 会 社 に 期待 され る 取組 み 


昌 細分 化 に よる リス クア ナウ ンス メン ト 効 果 の 実効 性 を 高め 
る 観点 か ら 、 損 青 保険 会 社 に お いて は 、 最 新 の リス ク 情 報 
の 収集 に 努め 、 引 き 続き 水 炎 り リスク を は じ め と する 各種 リ 
スク 情報 の 提供 等 に 努め る 必要 


昌 水 災 料率 細分 化 実施 後 の 保 険 募集 等 に 際 し て は 、 細 分 化 の 
考え 方 や 料率 適用 の 状況 等 に つい て 、 顧 客 に 対し て 丁寧 な 
説明 を 行う こと が 期待 され る 


人 と 、 損 娠 保険 会 社 が 自社 の 料率 算出 の 参考 に 用 いる 参考 純 率 に つい て は 、 ま ず は 市 区 町 村 等 の 行政 区 分 を 地域 区 分 に 活用 する こと 


が 考え ら 
り 細 分 化 を 案 施 する こと も 考え られ 


が 、 そ の 場合 で あっ ーー り 細 分 化し た 地域 区 分 を 設 十 する こと は 可能 で あり 、 自 社 の 経営 戦略 の 中 で 創意 工夫 に よ 





政策 解説 コー ナー 





金融 庁 と 日 本 銀行 は 、 合 同 で 、 金 融 機 関 ( 銀 
・ 証 券 会 社 ・ 保 険 会 社 等 ) を 幅広 く 対 象 と し た 
「LIBOR 利 用 状況 調査 ] (2021 年 12 月 末 基 準 

を 実施 し 、 3 月 31 日 に 調査 結果 を 公表 し まし た 。 
今回 は 、 調 査 結果 の 概要 や 、 本 調査 を 踏ま えて 金 
融 機関 に 求め られ る 今後 の 対応 に つい て 解説 し ま 
Ye 














LIBOR 公 表 停 止 の 概要 と 調査 の 目 必 
ロン ドン 銀行 間 取 引 金利 (London Interbank 
Offered Rate, 以 下 、「LIBOR]」 ) は 、 様 々 な 金融 


商品 ・ II に お いて 幅広 い 市 場 参加 者 に 利用 され 
で きま し た が 、 ド ル の 一 部 テナー (期間 ) を 除き 、 
パネ ル 行 が 呈示 する レー ト に 基づき 算出 する 





係員 千葉 中 


LIBOR (以下 、 「 パ ネル LIBOR|」 ) は 、2021 年 
史 叫 末 る bo の ム あ の 條 さ きれ か ま 0 の の 
市 場 参加 者 に お いて は 、 公 表 停 止 期 限 を 見 据え て 
LIBOR か ら の 移行 対応 が 進め られ て きた と ころ で 
す 。 な お 、 円 LIBOR 及 び ポ ンド LIBOR の 一 部 の テ 
ナー に つい て は 、 時 限 的 な 経過 措置 と し て 市 場 
デー タ を 用 いて 算出 する 擬似 的 な LIBOR (以下 、 
孤 220 0200 0 ロッ アク ENI が 、 AN 
公表 され て いま す が 、 こ れ ら の 利用 は 真 に 移行 が 
困難 な 既存 契約 (いわ ゆる タフ レガ シー ) に 限定 
され 、 い わ ば セー フ テ ィ ネッ ト と し て 利用 され る 
の EID YRIds2 Ni( 較 ま 

こう し た 状況 を 背景 に 、 金 融 庁 及び 日 本 銀行 
SSRORSRINS 2 に 





(図表 1 ) LIBOR 公 表 停 止 の 概要 


テナー (期間 ) 


翌日 、 1 週間 、2 か 月 、12 か 月 
1 か 月 、3 か 月 、6 か 月 
翌日 、 1 週間 、2 か 月 、12 か 月 


パネ ル LIBOR シン セテ ィ ッ ク LIBOR 


公表 停止 日 


1 か 月 、3 か 月 、6 か 月 2021 年 12 月 31 日 2022 年 1 月 4 日 最長 2031 年 12 月 31 日 ( 注 1) 


1 週間 、2 か 月 
翌日 、12 か 月 
1 か 月 、3 か 月 、6 か 月 


( 注 1 ) 英国 金融 行為 規制 機構 
の 0 の 


























(FCA) は 、 年 次 レビ ュー を 条件 に 
ド LIBOR の 公表 を 強制 で きる 。 な お 、FCA は 、 
る こと に つい て 、 及 び 3 か 月 物 を 廃止 する 時 期 に つい て 、2022 年 中 に 意見 募 $ 


(公表 な し ) 


2023 年 6 月 30 日 
mene ーーー ag ーー 





最大 10 年 間 に わ た り 、LIBOR 運 営 機関 に 対し て 
1 か 月 物 と 6 か 月 物 を 2022 年 末 で 廃止 す 
を 行 の 蘭 因 。 
































https://www.fca.org.uk/news/press-releases/finalising-libor-transition-achievements-sterling-markets 





( 注 2) 





行う 旨 を 表明 し て いる 








FCA は 、 シ ン セ ティ ッ ク ド ル LIBOR の 公表 を 20233 





ま 7 周 1 





検討 を 





日 以降 に 強制 する 権限 を 行使 する べき か 、 


https://www.fca.org.uk/publication/documents/future-cessation-loss-representativeness-Iibor-benchmarks.pdf 












































※1 シン セテ ィ ッ ク 円 LIBOR に つい て は 、 利 用 時 の 留意 事項 等 が 示さ れ た 日 本 円 金利 指標 に 関す る 検討 委員 会 に 
よる 市 中 協議 結果 を 、 金 融 庁 ・ 日 本 銀行 と NR それ に 則っ た 対応 を 金融 機関 に 対し て 求め て いる 。 











日 本 円 金利 指標 に 関す る 検討 委員 会 「 本 邦 に 




















お ける タフ レガ シー へ の 対応 に 関す る 市 中 協議 」 
MS pdf) 











金融 庁 「 日 本 円 金利 指標 に 関す る 検討 委員 会 に 
議 」 取り 纏め 報告 書 ] を 踏ま えた 今後 の 対 
























































直る | | 失 邦 に 
の Me 細 | 





お ける タフ レガ シー へ の 対応 に 関す る 市 中 協 


(https://www_fsa_.go.jp/policy/libor/toughlegacy211125.pdf) 





め 、 


ンク 生還) 條 訟 移 仙 不 る 供 く き まだ 
調査 は 、 2021 年 12 月 末 を も っ て 公表 が 停止 され 
た パネ ル LIBOR か ら の 移行 対応 の 進捗 状況 及び シ 
ン セ ティ ッ ク LIBOR の 利用 可能 性 に 関す る 状況 を 
確認 する と と も に 、2023 年 6 月 末 に 公表 停止 が 予 
定 さ れ て いる ドル LIBOR か ら の 移行 対応 の 進捗 状 
況 を 確認 する こと を 目的 に 実施 し まし た 。 























2. 第 3 回 LIBOR 利 用 状況 調査 結果 の 主 な 概要 

(1 ) 2021 年 12 月 末 を も っ て 公表 が 停止 され た 
パネ ル LIBOR か ら の 移行 対応 

LIBOR か ら の 移行 対応 の 方 法 と し て は 、 事 前 に 

LIBOR に 代わ る 金利 指標 (代替 金利 指標 と いい ま 

す ) に 切り 替え る 「 事 前 移行 ] と 、LIBOR の 恒久 

的 な 公表 停止 後 の 取 扱い な ど を あら か じ め 合 意 す 

る 「 フ ォ ー ル バッ ク 条 項 導入 | の 二 通 り が あり ま 

Fe 

202 年 2 月 未 ! 
































i 
参照 する 契約 に つい て は 、 9 割 超 の 金融 機関 に 
いて 、 事 前 移行 や フォ ー ル バッ ク 0 
り 翌 絢 残る で い 次 いあ め あるいは 双 寺 人 王 履 パッ タク 
条項 は 未 導入 で ある も の の 、 パ ネル LIBOR 公 表 停 
止 後に 到来 する 初回 の 金利 参照 日 まで に 代替 金利 
指標 へ 移行 する こと に 関係 者 間 で 合意 し て いる な 
ど 既 に 対応 方 針 は 確定 し て お り 、 移 行 対応 は 概ね 
5 GO の DRNS MD SI 区 IE 2 。 
また 、2021 年 12 月 末 時 点 で ラ ォ ー ル バッ ク 条 項 
が 未 導入 の 契約 の 残高 ・ 契 約 件 数 は 、 前 回 調査 時 
点 (2020 年 12 月 末 ) 対比 で 、 運 用 (貸出 等 ) 、 
調達 (預金 ・ 債 券 等 ) 、 デ リバ ティ ブ と も に 大 幅 
過少 76 GO 作 認 きれ まし (図表 80 2 










































































お 、 一 部 の 金融 機関 で は 、 顧 客 の 意向 等 か ら 対 応 
方 針 が 未定 の 契約 を 有 し て いま す が 、 の 4 
以降 の 初回 金利 参照 日 まで 相応 の 期間 が あ 契 
約 当事者 間 で 移行 対応 の 必要 性 に PO t 
UCS の 00 0 きれ まま 



























































Ne 0 の 25ORIO 問 EN 2 
の 利用 は 、 限 定 的 と な る 見 込み で 、 MM 性 が 
ある 場合 ゃ 、 2022 年 中 の 一 時 的 な 利用 に 留まる と 


の 回 答 先 が SE に を 占 め EE 0 と が 確認 a さ 記 し 庄 o 


(2 ) 2023 年 6 月 末 に 公表 停止 が 予定 され て いる 
ドル LIBOR か ら の 移行 対応 

米 当 局 は 、2023 年 6 月 末 に 公表 停止 が 予定 され 
て いる ドル LIBOR か ら の 円 滑 な 移行 に 向け て ガイ 
ドラ イン 等 を 公表 し て お り 、2022 年 1 月 以降 は ド 
ル LIBOR の 新規 利用 に つい て 、 一 部 例外 を 除き 停 
止 す る こと を 求め て いま す %※2。 金 融 庁 と し て も 、 
グロ ー バ ル に 整合 的 な 形 で 移行 対応 を 進め る 観点 
か ら 、 本 邦 金融 機関 に 対し て 同様 の 対応 を 求め て 


(図表 2 ) 2021 年 12 月 末 時 点 に お ける 移行 対応 状況 









対応 方 針 未定 の 





残存 契約 あり 
7.996 (22 金 融 機 関 ) 










全て の 残存 契約 の 
対応 方 針 が 決定 済み 
(また は 追加 対応 不要 ) 


残存 契約 な し 






47. 8% 
(133 金 融 機関) 
44. 2% 
(123 金 融 機関) 






残存 契約 な し ・ 
対応 方 針 決定 済み 
92.096(256 金 融 機関 ) 






(図表 3 ) 円 LIBOR 参 照 契 約 の 契約 件 数 と フォ ー ル バッ ク 条 項 導入 の 状況 
運用 (貸出 等 ) 





19.1 ( 千 件 ) 


癌 青き 護 





20/12 








フォ ー ル バッ ク 条 項 導 入 済 画 フォ ー ル バッ ク 条 項 未 導入 
、 前 回 調査 時 点 の 計数 (2021 年 12 月 末 を 越え て 満期 を 迎え る 契約 ) 。 














と 一 


注 ) 2020 年 12 月 末 の 計数 は 
































※2 米 5 当局 共同 声明 (SR21-17/CA21-15) 








調達 (預金 ・ 債 券 等 ) 





デリ バテ ィ ブ 


(件 ) 8244 ( 千 件 ) 





0.8 
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Elle 

本 調査 に お いて 、 大 半 の 人 金融 機関 に お いて は 、 
2022 年 1 月 以降 の ドル LIBOR を 参照 し た 新規 取引 
の 停止 お 
MS 
お 、 体 制 加 備 未 了 の 一 部 金融 機関 に お いて も 、 
2022 年 入り 後 の 体制 整備 完了 に 目途 が 立っ て いる 
が 人 礁 認 。 き オル ま 【 だ 。 

他方 で 、 ド ル LIBOR は 、 公 表 停 止 期 限 で ある 
I 記 約 で も 多 
SEIMEI EE EE DE 
に お いて フォ ー ル バッ ク 条 項 が 未 導入 で ある こと 
が 確認 され まし た (図表 4 ) 。 





























3. 金融 機関 に 求め られ る 今後 の 対応 
( 1 ) 2021 年 12 月 末 を も っ て 公表 が 停止 され た パ 
ネル LIBOR 及 び シ ン セ ティ ッ ク LIBOR か ら 
の 移行 対応 
金融 機関 に お いて は 、 一 部 の 残存 契約 に 対す る 
適切 な 管理 や 、 フ ォ ー ル バッ ク 条 条項 の 発動 に 伴う 
金利 切り 替え な ど 、 パ ネル LIBOR の 公表 停止 以降 
に 必要 と な る 適切 な 対応 を 、2022 年 以降 も 計画 的 
縛 才 0 UDB の SIN hb ラー シン ンー 
セテ ィ ッ ク LIBOR を 利用 する 場合 に は 、 時 限 的 措 
置 で ある こと に 留意 し つつ 、 適 切な 顧客 対応 と 代 
替 金 利 指標 へ の 移行 対応 を 計画 的 に 実施 し て いく 
中 2 が ER ウオ ます 。 






























































(2 ) 2023 年 6 月 末 に 公表 停止 が 予定 され て いる 
ドル LIBOR か ら の 移行 対応 


金融 庁 及び 日 本 銀行 は 、 金 融 機 関 に 対し 、 米 当 
語 検討 体 が 公表 し た ガイ ドラ イン 等 に 基づき 、 
公表 停止 期限 で ある 2023 年 6 月 末 ま で の 時 間 軸 を 
意識 し た 移行 対応 を 求め て いま す 。 金融 機関 に お 
いて は 、 適 切 に ドル LIBOR 参 照 エ クス ポー ジャ ー 
A 0 
な 実施 や 、 既 存 契約 に る 事前 移行 、 頑 健 な 代 
A 
を 通じ た 対応 が 必要 で す 。 





























4. 金融 庁 及 び 日 本 銀行 の 今後 の 対応 

金融 庁 及 び 日 本 銀行 は 、2021 年 12 月 末 を も っ て 
公表 が 停止 され た パネ ル LIBOR 参 照 の 残存 契約 及 
び 2023 年 6 月 末 に 公表 停止 が 予定 され て いる ドル 
LIBOR か ら の 移行 対応 に つい て 、 本 調査 の 結果 も 
踏ま えて 、 引 き 続 き 連 携 し て 金融 機関 に 対す る モ 
言 炎 リン ク を 実施 る と と も (に その 状 混 に 応じ 
た 対応 の 徹底 を 求め て いき ます 。 

また 、 金 融 庁 及び 日 本 銀行 で は 、 必 要 に 応じ て 
金融 機関 に お ける シン セテ ィ ッ ク 円 LIBOR の 利用 
状況 、 及 び シ ン セ ティ ッ ク 円 LIBOR を 利用 する 際 
の 顧客 対応 状況 に つい て 確認 し て いく 考え で す 。 
具体 的 に は 、 実 際 に シン セテ ィ ッ ク 円 LIBOR を 利 
用 し た 既存 契約 に つい て 、 そ の 利用 の 理由 ・ 根 拠 
や 、 利 用 に 際 し て の 留意 事項 へ の 対応 状況 、 シ ン 
2 レク LBOR ひ ら 人 旨 標 へ の 移行 状 
況 等 を 確認 し ます 。 そ の 上 で 、 金 融 庁 に 30 
上 記 の 確認 結果 ンプ ルー レー ジン の 
生還 紳 還 NN の ICHISNI936 

















































































































(図表 4 ) ドル LIBOR 参 照 契約 の 契約 件 数 と フォ ー ル バッ ク 条 項 の 導入 状況 


運用 (貸出 等 ) 


調達 (預金 ・ 債 券 等 ) 


デリ バテ ィ ブ 





(件) a 


100 100 


癌 査 膨 滑 


全体 うち 貸出 全体 


2 ( 千 件 ) (件 ) 


300 


うち 債券 うち 保険 商品 全体 








フォ ー ル バッ ク 条 項 導入 済 画 フォ ー ル バッ ク 和 条項 未 導入 


注 1) グラ フ 内 の 計数 は 、2023 年 6 月 末 に 公表 停止 が 予定 され て いる ドル LIBOR の テナー (翌日 、1 か 月 、 
3 か 月 、 6 か 月 、 12 か 月 ) の うち 、 2023 年 6 月 末 を 越え て 満期 が 到来 する 契約 が 対象 。 











と っ 
回 




















と っ 


注 2) 保険 商品 の 大 半 を 占め る 認 
未 了 の 商品 に つい て も 、 保険 会 









































11 "ガイ ダン ス 等 に 基づい た 対応 を 求め て いる 。 金 融 庁 「 外 貨 建 て LIBOR を 参照 し た 取引 の 対応 に 


等 の 対応 が 必要 な 商品 の 一 
と 金融 庁 と の 間 で 協議 ・ 対 応 を 継続 中 。 


※3 金融 庁 は 、 外 貨 建て LIBOR を 参照 する 取引 に つい て 、 





凍ら の UM は 2022 年 人 人 り 後 上 説 古 済 言 議 本 























通貨 の 母国 当局 又は 検討 体 が 示し た タイ ムラ イン や 
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年 6 月 ) 」 (https://www.fsa.go.jp/policy/libor/fsb_202106 ja.pdf) 





市 場 へ の メッ セー ジ 
(金融 商品 取引 業者 等 に 対す る 検査 結果 に 基づく 勧告 の 解説 ) 

















証券 取引 等 
| 市場 へ の メッ セー 


監視 委員 会 


(以下 「 





証券 








2 還 S0ge 有 





上 券 











ここ で は 、 有 訟 箇 入 目 8| 目 1 


※ | 市場 へ の メッ セー ジ | 和 の a 


ご 参照 くだ さい 。 
参考 URL 





証券 監 























上 





OOY ま の 月 
監視 要 ク ェ ブ サイ ト に 掲載 し て お り ま す 。 
市場 へ の メッ セー ジ 」| の 内 容 ( 








: https://www.fsa.go.jp/sesc/message/20220428-1.html 


株 式 会 社 エ ー エ ム ア イ に 対す る 検査 結果 に 基づく 勧告 に つい て 


視 委 は 、 本 年 3 月 25 日 、 金 融 庁 に 対し て 、 





券 監視 要 ウ ェ ブ サイ ト を 











告 事案 等 

















こ 関 する 解説 記事 を 
ミ う つい で ご 澤 條 峰寺 


// 





"for investors, with investors" 




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































株 式 会 社 エ ー エ ム ア イ (以下 、「 当 社 」) に 行政 処 同人 に 委ね られ て いる 中 、 菅 原 代表 自身 が 主体 と 
0 NEIMUNOSNI ま UI75 0 な っ て 、 上 記 の 法令 違反 行為 を 行っ て いた ほか 、 契 
約 締結 前 交付 書面 等 の 未 交 < 付 、 事 業 報告 書 等 の 虐 人 
【 事 案 の 概要 等 】 記載 等 、 多 数 の 法令 違反 行為 も 行っ て いた うえ 、 コ 
当社 は 、 平 成 30 年 8 月 か ら 令 和 2 年 12 月 まで の ンプ ライ アン ス に 関す る 社内 規程 の 未 整 備 な ど 、 必 
間 、 外 国 投資 証券 で ある A フ ァ ン ド 及 び B ファンド 要 な 業務 管理 体制 を 整備 し て いな い 状 況 が 認め られ 
に つい て 取得 勧誘 を 行い 、A ファンド の 管理 会 社 及 まし た 。 
び B フ ァ ン ド の 運用 会 社 か ら そ れ ぞ れ 当 該 取得 勧誘 こう し た 状況 は 、 菅 原 代表 の 法令 等 遵守 意識 及び 
に 係る 報酬 を 受領 し て お り 、 こ の よう な 当社 の 行為 投資 者 保護 意識 の 著しい 欠如 な ど に 06 
a 券 の 募集 又は 私 募 の 取扱 い を 行っ た も の と か ら 、 当 社 は 、 投 資 助 言 ・ 代理 業 を 適 確 に 遂行 す 
2 め ら れ ま す 。 る に 足り る 人 的 構成 を 有 し て いな いと 認め られ ます 。 
DO る 上 記 の 行為 は 、 金 融 商品 取引 法 第 28 条 また 、 当 社 は 菅原 代表 の 独断 を けん 制 抑止 する 
0 けら ー 種 金融 商品 取引 業 」 に 該当 態勢 と も な っ て いな いこ と か ら 、 投 資 助言 ・ 代 理 業 
し 、 当 社 が 同 法 第 31 条 第 4 項 に 基づく 変更 登録 を 受 を 適 確 に 遂行 する た め の 必 要 な 体制 が 整備 され て い 
ける こと な く 当 該 行 為 を 行う こと は 、 同 法 第 29 条 に な い 状 況 に ある も の と 認め られ ます 。 
違反 する も の と 認め られ ます 。 当社 に お ける 上 記 の 状況 は 、 金 融 商品 取引 法 第 29 
条 の 4 第 1 項 第 1 号 ホ に 定め る 「 金 融 商品 取引 業 を 
当社 は 、 令 和 2 年 1 月 及び 同 3 年 1 月 に 、 当 社 代 適 確 に 遂行 する に 足り る 人 的 構成 を 有 し な い 者 ] に 
表 取 締 役 で ある 菅原 和彦 (以下 「 菅 原 代表 ] と いい 該当 し 、 ま た 、 同 号 へ に 定め る 「 金 融 商 品 取引 業 を 
RT OU 適 確 に 遂行 する た め の 必 要 な 体制 が 整備 され て いる 
判断 者 と し て 、 関東 財務 局長 に 届け 由 で いた と ころ 、 と 認め られ な い 者 | に 該当 お る こと か ら 、 こ の よう 
今回 検査 で 検証 し た 結果 、 実 際 に は 、 当 社 は 、 当 該 な 当社 の 状況 は 、 同 法 第 52 条 第 1 項 第 1 号 に 該当 す 
2 名 と 雇用 契約 を 締結 し て お ら ず 、 指 揮 監 督 も 行っ る も の と 認め られ ます 。 
て いな い 状 況 で ある に も か か わら ず 、 当 該 2 名 に 対 
し 、 当 社 の 名 義 を も っ て 投資 助言 業務 を 行わ せ て い 【 証 券 監視 要 か ら の メッ セー ジ 』】 
es の 半 則 生ま し た 本 件 事案 は 、 上 記 の と お り 実 質 的 に 唯一 の 常勤 役 
具体 的 に は 、 当 該 2 名 は 、 当 社 の 商号 及び 登録 番 職員 で ある 菅原 代表 自身 が 主体 と な っ て 、 同 人 の 法 
ラ 等 を 記載 し た 在 如 約 締結 時 交付 書面 兼 投 資 顧 問 契約 令 等 遵守 意識 及び 投資 者 保護 意識 の 著しい 欠如 な ど 
書 を 顧客 に 交付 する な ど 、 当 社 の 名 義 を も っ て 顧客 に 起因 し て 上 記 の 法令 違反 行為 等 が 行わ れ て いた も 
と 投資 顧問 契約 を 締結 し 、 助 言 を 行っ て いま し た 。 の で あり 、 金 融 商品 取引 業者 と し て 、 投 資 者 保護 上 
当 和 NN の 2 旨 記 の 条 の 0 は 上 邊 思 の 肖 あ S oe 重大 な 問題 が 認め られ た も の で す 。 
他人 に る 金融 商品 取引 業 を 行わ せ た も の で あり 、 金 』 証券 監視 要 に お いて は 、 こ の よう な 投資 者 保護 上 
商品 取引 法 第 36 条 の 3 に 違反 する も の と 認め られ ま 問題 の ある 行為 に 対し て は 、 今 後 も 厳正 に 対処 し て 
9 まま 2 二 中 羽 Ge 選 る 入 罰 年 月 
当社 は 、 実 質 的 に 菅原 代表 が 1 人 で 業務 を 行っ て 12 日 に 、 関 東 財務 局長 か ら 登録 取消 し 及び 業務 改善 
り 、 当 社 の 業務 展開 及び 適正 な 業務 運営 の 確保 は 、 命令 の 行政 処分 が 行わ れ て いま す ※2。 
※1 本 年 3 月 25 日 公表 、「 株 式 会 社 エ ー エ ム ア イ に 対す る 検査 結果 に 基づく 勧告 に つい て | は 
https://www.fsa.go.jp/sesc/news/c_2022/2022/20220325-2.html を ご 参照 くだ さい 。 
※2 本 年 4 月 12 日 公表 、「 株 式 会 社 エ ー エ ム ア イ に 対す る 行政 処分 に つい て | は 、 関 東 財務 局 ウ ェ ブ サイ ト 12 




















https://Ifb.mof.go.jp/kantou/kinyuu/pagekthp202204122609.html を ご 参照 くだ さい 。 








三 金 融 の 新た な 手口 に 要 注 意 ! ! 
- 先払 い 買取 現金 化 に 関す る 注意 喚起 - 


商品 の 買取 り を うた っ て 高額 な 違約 金 を 
請求 する 悪質 な 業者 に ご 注意 くだ さい ! 


高額 な 違約 金 (キャ ヤン セ ル 料 ) を 支払 う 前 提 で 、 
商品 買取 業者 か ら お 金 を 受け 取っ て いま せん か ? 
その お 人 金 、 ヤ ミ 人 金融 か ら の 代金 か ち お し れ ま せん ! 


いわ ゆる 「 先 払い 買取 」 現金 化 に 要 注 意 ! 


① 商 品 画像 を 送っ て 商品 の 買取 依頼 5 
レン (実際 に 商品 は 売買 され な い 前 提 ) Tor 
即日 現金 
1 る 商品 の 先払 い 代金 と し て 


(違約 金 名 目 の 人 金銭 の 支払 時 期 ・ 人 金額 の 案内 ) 
ーー 








③ 商 品 発送 期限 到来 後 、 
i 副 買 な 季 者 
特徴 1 商品 売買 ,。」, を 装っ て いる が 、 契約 の 解除 (キャ ン セ ル ) を 
前 所 と し て いる 。。。。: 


特徴 2 違約 金 (キャ ン セ ル 料 ) 名 目 の 金銭 が 高額 。 


(※ 1 ) ネツ ト 上 の 商品 (スマ ホ 、 ゲ ー ム 機 等 ) の 画像 な ど 、 利 用 者 の 手元 に な い 商品 を 対象 と する こと が 
多い 。 ま た 、 業者 側 か ら 商 品 画像 が 提供 され る こと も ある 。 

(※ 2 ) 業者 は 実際 に 商品 を 買い 取る つも り は な いた め 、 対 象 の 商品 の 価値 に 関心 は な く 、 契約 に 当たっ て 
は 、 主 と し て 利用 者 の 収入 等 に よる 意 査 が 行わ れる 。 

p 後々 の に より 

し 、 多 重 債務 に 陥る 危険 性 が あり ます 。 
と 取引 で 提供 し た 、 な ど 、 
トラ プル や 犯 俳 に 巻き 込ま れる 危険 性 が あり ます 。 


商品 売買 を 装っ て いて も 、 そ の 経済 的 な 実態 が 貸付 け で あり 、 業 と し て 
行う 場合 に は 、 (※) が あり ます 。 
(※) 個別 具体 的 な 実態 を 踏ま えて 判断 する 必要 が あり ます 。 
貸金 業 登録 を 受け ず に 貸金 業 を 営む 者 は 、 (罰則 の 


対象 ) で す 。 (0 年 以下 の 懲役 も し く は 3,000 亡 円 以下 の 入金 また は その 伴 科 (貸金 業法 第 47 条 第 2 号 )) 


13 (日 本 貸金 業 協 会 叶う 金融 庁 電 営 宗 庁 導 j 基 灯 


こ 連 絡 ・ お 問合せ 先 


怪し い 業 者 に 関す る 相談 窓口 


金融 庁 
金融 サー ビス 利用 者 相談 室 受付 時 間 : 平 日 10:00 て 17:00 
画 0570-016811 

03-5251-68 1 1 (IP 電話 か ら の 場合 ) 


警察 日 本 貸金 業 協会 
画 #9110 貸金 業 相談 ・ 紛 争 解 決 セ ンタ ー 
( 各 都 道府県 警察 相談 ダイ ヤル ) 受付 時 間 : 9 : 00 て 17 : 00 
( 土 ・ 日 ・ 祝 休日 ・12/29 ン 1/4 を 除く ) 
画 0570-051051 
03-5739-386 1 (IP 電話 か ら の 場合 ) 


消費 生活 相談 窓口 


消費 者 ホッ トラ イン 
画 188 (いや や !) (全国 共通 電話 ) 


※ 最 寄り の 消費 生活 相談 窓口 へ ご 案内 し ます 


財務 局 の 相談 窓口 


画 北 海道 財務 局 011-807-5145 田中 国 財務 局 082.221-1552 
加東 北 財 務 局 022-721-7078 画 四 国 財務 局 087-811-7801 
画 関 東 財務 局 048-600-1151 画 九 州 財務 局 096-206-9763 
田北 陸 財 務 局 076-220-6721 画 福 岡 財 務 支 局 092-411-7297 
田 東 海 財務 局 052-951-9620 一 沖縄 総合 事務 局 098-866-0095 
画 近 畿 財 務 局 06-6949-6259 
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先月 の 金融 庁 の 主 な 取組 み 
( 令 和 4 年 4 月 1 日 4 月 30 日 ) 











> | マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング ・ テ ロロ 資金 供 与 ・ 拡 散 金 融 対 策 の 現状 と 課題 」 (2022 年 3 月 ) 
の 公表 (4 月 8 日 ) 

> 「 つ みた て NISA の 手続 き ・ 活 用 法 に 関す る 解説 動画 

> 米国 投資 会 社 の 破綻 事案 を 踏ま えた 監督 上 の 留意 点 と 対応 (4 月 20 日 ) 

> 中 島 長官 に よる 第 13 回 SAAJ 国 際 セ ミナ ー 「2050 年 ネッ ト ゼ ロカ ー ボ ン 社 会 に 向け た 資産 運 
用 業 の あり 方 |」 で の 講 : 載 

> 春の 大 型 連 休 に 向け た サイ バー セキ ュ リ ティ 対策 の 実施 (4 月 25 日 ) 

> | 経営 者 保証 に 関す る ガイ ドラ イン | に 基づく 保証 債務 整理 の 浸透 に つい て (4 月 26 日 

> 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 宿泊 療養 者 ・ 自 宅 療養 者 の た め に 発行 する 証明 書類 の 簡素 化 
( 4 月 27 日 ) 

> ギャ ンプ ブル 等 依存 症 間 題 






















































































・ Twitter 金融 庁 公 式 ア カウ ント 
https://twitter.com/fsa_JAPAN 








当て た 国際 シン ポジ ウム “Transition to Net-Zero: The Role of Finance 
and Pathway toward Sustainable Future“ を 虎ノ門 ヒエ ルズ フォ ー ラ ム に 
て 開催 し ます 。 海 外 の 投資 家 や ネッ ト ゼ ロ 系 民間 イニ シア ティ ブ の 主要 参加 
者 を 含む お 、 金 融 界 や 産業 界 の 代表 者 、 政 府 関係 者 を お 招き し 、 活 発 な 議論 を 
行っ て いた だ きま す 。 
詳細 及び 参加 申し 込み に つい て は 、 以 下 の 公 式 サ イト を ご 参照 下さ い 。 
https://supportoffice.jp/fsasustainable2022/ 

ーー 


Transitiont 
Net-Zero 








The Role of Financéa 
pathwaytow 
Sustainable 


東京 5 月 26 日 ( 木 ) 
4 ゴル ャ た た と メア パ 


編集 後記 


ゴー ルデン ウィ ー ク 明け に 、 職 場内 で 旅行 の お 土産 を 多く いた だ きま し た 。 ⑱) 
経済 活動 の 再開 を 実感 し まし た 。 さき 
この よう な 前 向き な 動き が 継続 する よう 、 る ” > 


自分 自身 も 感染 防止 対策 を 継続 し て まい り ま す 。 a 






























































15 (※ 本 稿 に お いて 意見 に 係る 部 分 は 筆者 の 個人 的 見 解 で あり 、 所 属 組織 の 見 解 を 示す も の で は あり ませ ん 。) 














